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建設企業常任委員会次第

令和元年６月２４日（月）１０時

於 大 会 議 室

１ 開 会

２ あいさつ
(1) 正副委員長

(2) 市理事者 …………… 宮脇 副市長

３ 都市局、水道局関係
(1) 委員及び市理事者自己紹介

① 委員  ② 理事（技術担当）  ③ 都市局

④ 公営企業管理者  ⑤ 水道局

(2) 議 事

① 所管事務報告

ア 都市局  イ 水道局

·················· 令和元年度 所管事務報告書参照

② 付託された議案の審査

議案（３件）

議案第９号 明石市墓園条例の一部を改正する条例制定のこと

※ 資料参照 ····························· 門田 緑化公園課長

議案第１１号 明石市下水道条例の一部を改正する条例制定のこと

※ 資料参照 ················· 高岸 下水道室長兼業務担当課長

議案第１２号 明石市水道条例の一部を改正する条例制定のこと

※ 資料参照 ····························· 溜池 業務担当課長

③ 報告事項（１件）

ア 駐車場施設の次期指定管理者候補者の選定について

※ 資料参照 ····························· 橋本 交通安全課長

④ その他
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４ 閉会中の所管事務調査事項
(1) 都市計画について

(2) 都市基盤整備について

(3) 交通安全について

(4) 住宅及び建築・開発行為について

(5) 公共施設の建築及び修繕について

(6) 上下水道について

５ 閉 会
以 上



 

 

 

 

 

議案第９号関連資料 

明石市墓園条例の一部改正について 

 

 

１ 改正の目的 

消費税法等の改正により、消費税率及び地方消費税率が引き上げられるこ

とに伴い、所要の整備を図るため、条例の一部を改正しようとするものです。 

 

２ 改正の概要 

消費税率及び地方消費税率が引き上げられることに伴い、合葬式墓地の使

用料を次のとおり改正します。 

施設 単位 改正 現行 

合葬室 １体につき 55,000 円 54,000 円 

個別安置室 １体、10 年につき 55,000 円 54,000 円 

記名板 １枚につき 33,000 円 32,400 円 

 

３ 根拠法令等   

(１)法令名 

ア 消費税法（昭和 63 年法律第 108 号） 

   イ 地方税法（昭和 25 年法律第 226 号） 

(２)根拠法令の動向・内容等 

ア 社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うため

の消費税法の一部を改正する等の法律（平成 24 年法律第 68 号。令和

元年 10 月１日施行）による一部改正 

イ 社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うため

の地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律（平成 24 年法律第

69 号。令和元年 10 月１日）による一部改正 

 

４ 施行期日 

令和元年１０月１日 

 

５ 経過措置 

この条例による改正後の明石市墓園条例別表の規定は、この条例の施行の

日以後に使用の許可を受けた者に係る使用料について適用し、同日前に使用

の許可を受けた者に係る使用料については、なお従前の例によることとしま

す。 

建 設 企 業 常 任 委 員 会 資 料 

2019 年（令和元年)６月 24 日 

都市局都市整備室緑化公園課 



 

建 設 企 業 常 任 委 員 会 資 料 

2019 年（令和元年）６月 24 日 

都市局下水道室下水道総務課 

 

議案第１１号 関連資料  

明石市下水道条例の一部を改正する条例（案）の概要 
 

 

１ 改正の目的 

消費税法及び地方消費税法に定める税率（以下「消費税率」という。）の改定に

対応できるよう、下水道使用料等に係る消費税相当額の規定の仕方を見直すため、

条例の一部を改正しようとするものです。 

 

 

２ 改正の概要 

今後の消費税率の改定への迅速な対応及び事務の効率化を図るため、消費税率 

にリンクする形の規定とします。 

（１）下水道使用料の規定の改正（第 13 条関係） 

（現行）基本料金と従量料金の合計額に 100 分の 108 を乗じて得た額 

（改正）基本料金と従量料金の合計額に消費税相当額（合計額に消費税率  

を乗じて得た額）を加えた額 

（２）公共下水道の排水施設の暗渠である構造の部分に設ける電線等の占用料の

改正（第 22 条関係） 

下水道使用料の規定と同様の改正を行います。 

 

 

３ 施行期日 

公布の日 

 

 

４ 他都市の状況 

兵庫県下 30 市町のうち、15 市町が消費税率にリンクする形で規定しており、高

砂市など５市が同様の規定の仕方に改正予定です。 

 



建 設 企 業 常 任 委 員 会 資 料 

2019 年（令和元年）６月２４日 

水 道 局 

    

議案議案議案議案第１２第１２第１２第１２号号号号    関連資料関連資料関連資料関連資料    

明石市明石市明石市明石市水道条例の一部水道条例の一部水道条例の一部水道条例の一部をををを改正改正改正改正する条例する条例する条例する条例（案）（案）（案）（案）の概要の概要の概要の概要    

    

 

１ 改正の目的 

消費税法及び地方消費税法に定める税率（以下「消費税率」という。）の改定に対応

できるよう、水道料金等に係る消費税相当額の規定の仕方を見直すほか、水道法の一

部改正により創設される事務等に係る手数料を新設するため、条例の一部を改正しよ

うとするものです。 

 

２ 改正の概要 

 (１) 消費税相当額の規定の仕方の改正 

今後の消費税率の改定への迅速な対応及び事務の効率化を図るため、消費税率に

リンクする形の規定とします。 

ア 水道料金の規定の改正（第２３条関係） 

（現行）基本料金と従量料金の合計額に 100 分の 108 を乗じて得た額 

（改正）基本料金と従量料金の合計額に消費税相当額（合計額に消費税率を乗じて

得た額）を加えた額 

イ 分担金の規定の改正（第４０条関係） 

水道料金の規定と同様の改正を行います。 

(２) 手数料の新設 

水道法の一部改正により、指定給水装置工事事業者の資質の維持・向上を図るこ

とを目的として、給水装置工事事業者の指定の有効期間が定められ、５年ごとの更

新制度が導入されることに伴い、指定更新審査及び新規指定審査に係る手数料を新

設します。 

新規指定審査手数料及び指定更新審査手数料ともに、１件 １５，０００円 

(３) その他所要の整備 

 引用法令の条項移動に伴う規定の整備のほか、所要の整備を図ります。 

 

３ 施行期日 

公布の日。ただし、２の(２)及び(３)の一部は令和元年 10 月 1 日。 

 

４ 他都市の状況 

(１) 消費税相当額の規定の仕方について 

兵庫県下 30 市町のうち、15 市町が消費税率にリンクする形で規定しており、高

砂市など５市が同様の規定の仕方に改正予定です。 

(２) 手数料の新設について 

神戸市、姫路市及び加古川市においては、新規指定審査手数料及び指定更新審査

手数料ともに１件 15,000 円で設定予定です。 



 

 

 

 

駐車場施設の次期指定管理者候補者の選定について 
 

１ 取組方針 

  ２０２０年(令和２年)３月末に指定管理者の指定期間満了を迎える明石駅前立体駐車場

について、指定管理者による管理運営を継続するため、次のとおり次期指定管理者候補者

の選定を行うものです。 

⑴ 対象施設 

  明石駅前立体駐車場（ 収容台数 348 台 ） 

⑵ 選定方法 

指定管理者の選定にあたっては、民間企業のノウハウ等の導入により、更なる市民サ

ービスの向上と経費の削減等が期待できるため、公募により指定管理者を募集するもの

とし、選定委員会を設置して指定管理者候補者を選定する。 

 ⑶ 公募における施設単位 

   施設の一括管理とする。 

⑷ 指定期間 

   ５年間とする。ただし、期間途中で施設の民営化等が決定した場合には、指定期間を

短縮する可能性があることを示して公募する。 

 

 ※当施設は明石市公共施設配置適正化実行計画(平成 29年３月策定)に基づき、民営化する

方向で検討を進めているところである。 

 

⑸ 報奨金・違約金制度 

   施設の利用料収入の増減に応じて指定管理料を増減させることで、指定管理者の自立

的な経営努力と新たな提案による利用料収入の増大を図るため、引き続き報奨金・違約

金制度を採用する。 

 

２ 選定スケジュール 

時  期 内  容 

令和元年 6月 第 1回選定委員会（選定方法・募集要項の決定） 

令和元年 7月～8月 募集要項の公表・募集・説明会の開催 

令和元年 9月～10月 
第 2回選定委員会（指定管理者候補者の書類審査） 

第 3回選定委員会（指定管理者候補者の面接審査・選定） 

令和元年 11月 選定結果の通知・指定管理者候補者の公表 

令和元年 12月 
指定議案の提出（令和元年 12月議会） 

指定の通知及び告示・公表 

令和 2年 1月～3月 
事務引継ぎ（現・指定管理者⇒次期・指定管理者） 

基本協定の締結 

令和 2年 4月 1日 
年度協定（令和 2年度）の締結 

次期・指定管理者による管理運営業務の開始 

 

建 設 企 業 常 任 委 員 会 資 料 

２０１９年（令和元年）６月２４日 

都 市 局 道 路 安 全 室 交 通 安 全 課 


